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1.　はじめに（本研究の目的）
　今日，我が国の社会教育行政は，従来の自己完結
的な「自前主義」から脱却し，多様な主体との連携・
協働による施策の展開が強く求められている．
　背景には，平成18（2006）年の教育基本法改正で

「学校，家庭及び地域住民等の相互の連携協力」が
明記されたことや，平成23（2011）年の東日本大震
災，2010年代以降における人口減少社会の到来など
により，地域におけるネットワークの必要性が見直
され，重要性が高まったことなどが挙げられる．
　社会教育行政においては，これまでも社会教育関
係団体や教育行政内の関係機関との連携・協力の事
例は見られたが，他分野の団体・機関や企業との連

携としては，講座等での講師依頼やアンケートの協
力を求めるといったものが中心であった．現在は，
従来の枠を超えた社会教育行政の再構築が進められ
ている中にあって，地域の企業や団体（以下，企業
等）との新しい関係づくりが喫緊の課題として求め
られるようになっている．
　企業の側でも，平成15（2003）年のいわゆる「CSR
元年」以降，地域での活動に対する意識が大きく高
まりを見せてきたこともあり，社会教育における地
域の重要なパートナーとして，企業等の存在が大き
くクローズアップされてきた．
　こうした中，秋田県教育委員会においては，「み
んなで学び・育てる家庭教育支援事業」の一環とし
て，家庭教育に理解のある企業を「応援団企業」と
して登録し，広く県民に紹介する「我が社は家庭教
育応援団」（平成20～23年度）の取組や，成人向け
図書の区分陳列の徹底に協力する店舗を増やす「青
少年を有害情報から守る店運動『スギッチ花まる本
屋さん』」（平成20～23年度）の取組など，家庭教育
や青少年教育の分野で企業との協力が見られた．
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　これらの取組は，目的を共有し，行政と企業が役
割を分担しながら協力して取り組むという点で画期
的ではあったが，形としては行政が主導し，賛同す
る企業から協力を得るという段階で留まっており，
次の段階である協働に進むまでには至らなかった．
　官・民の本格的な協働による事業としては，平成
25年度に始まった「大人が支える！インターネット
セーフティ」の取組を挙げることができる．これ
は，社会全体で子どもたちをインターネットによる
有害情報やトラブル等から守り，インターネットを
健全に利用できるように，安全で安心な利用環境を
整える「インターネットセーフティ」を推進するも
のである．当初から秋田県教育委員会と，「子ども
たちのインターネット利用について考える研究会」
や秋田県PTA連合会との協働で企画され，事業の
開始後もさらに官・民の様々な主体を巻き込みなが
ら展開を続けている1）．
　また，秋田県社会教育委員の会議が，平成29（2017）
年に秋田県教育委員会に提言した「本県におけるこ
れからの社会教育行政の在り方について」では，「関
係機関，企業，NPO等との連携」の必要性が指摘
されたほか，秋田県が平成30（2018）年に策定した

「第 3 期ふるさと秋田元気創造プラン」でも，「民間
企業等との連携による県民の学習機会の充実」が施
策の方向性と取組に盛り込まれている．
　さらに各市町村においても，近年策定された社会
教育中期計画の中に企業等との連携・協働が盛り込
まれる割合が高まるなど，着実な気運の高まりが感
じられる．
　これらの状況を踏まえ，秋田県生涯学習センター

（以下，生涯学習センター）では，平成28年度から
の 3 か年計画で，連携・協働による社会教育行政の
役割と可能性について把握するための調査研究を
行っている．詳細は第3節以降で述べるが，アンケー
トやヒアリングを通じて，市町村や企業等の意識，
実際の状況，成果と課題等が明らかになりつつある．
　本稿は，社会教育行政と企業等の連携・協働によ
る事業の実践について，これまでの国の動向を整理
するとともに，生涯学習センターの調査研究の内容
も取り込みつつ，本県における取組状況を分析し，
今後の課題や方向性を考察することを目的とする．
　なお，本稿は，第 2 節を皆川，第 3 節および第 4
節の（2）を柏木，第 4 節の（3）を佐藤，その他を
糸田が分担して執筆した．

２.　背景と意義
　ここでは，国の動向を追いかけながら，社会教育
行政において「連携・協働」が進められてきた背景
と意義について整理する．
　社会教育行政の主な担い手である社会教育主事が

「連携・協働」，「連携」，「協力」などの文言に着目し，
社会教育に関する政策の動きとして，昭和46（1971）
年の社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に
対処する社会教育のあり方について」と，昭和49

（1974）年の社会教育審議会建議「在学青少年に対
する社会教育の在り方について－家庭教育，学校教
育と社会教育との連携－」を，まず最初に思い浮か
べるのではないだろうか．それは，これらにより「学
社連携」の必要性が訴えられ，以降，社会教育行政
推進上の課題のひとつとして様々な取組が行われて
きたからである．その後，平成 8（1996）年の生涯
学習審議会答申において提唱された「学社融合」の
概念は，連携の進んだ形態として目指すべき方向を
示し，充実した取組が展開された．
　 2 年後の平成10（1998）年には，生涯学習審議会
答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の
在り方について」の中で，ネットワーク型行政への
転換の必要性が指摘され，他部局や民間との連携が
社会教育行政の重要課題となった．
　このような大きな流れは，平成18（2006）年の教
育基本法改正で法的な根拠をもつことになった．新
たに第13条で「学校・家庭及び地域住民等の相互の
連携協力」が規定され，教育におけるそれぞれの役
割と責任を自覚し，相互の連携及び協力に努めるこ
とが謳われた．これを受けた平成20（2008）年の社
会教育法改正では，社会教育行政は学校・家庭・地
域住民等の連携・協力の促進に努めることが明記さ
れ，これらの規定を受けて，地域住民等の協力によ
る放課後や土曜日等の学習支援とともに，地域住民
がこれまでの学習成果を生かし，ボランティアとし
て学校の教育活動に関わる学校支援地域本部に関す
る事業が推し進められていった．
　このような中，平成25（2013）年の「第 6 期中央
教育審議会生涯学習分科会における議論の整理」の
中で，学校支援地域本部や放課後子ども教室に代表
される学校教育との連携・協働については一定の成
果を認めながらも，「依然として多くの地方公共団
体では，公民館等の社会教育施設における講座等の
実施を中心とした社会教育担当部局で完結した『自
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前主義』から脱却できないでいる」とし，他の領域
については十分に連携・協働が行われていないこと
を指摘した．その上で，今後の方向性を，「自前主義」
から脱却し，関係行政部局に対する積極的，効果的
な連携の仕掛けと協働により施策を推し進めるとい
う，いわゆるネットワーク型行政の推進，そして大
学等の高等教育機関との連携・協働の推進，民間団
体の諸活動，さらには企業等との連携・協働の推進
が重要であることを強調した．
　ここで一定の成果が認められる学校教育との連携
について見てみると，平成16（2004）年からの「学
校運営協議会制度」（コミュニティ・スクール）の
普及という学校教育分野の取組と，学校・家庭・地
域連携協力推進事業の推進に代表される社会教育分
野の取組が，同時並行的に進められてきた．しかし，
両者がつながりをもって推進されているかという
と，必ずしもそうとは言い切れない状況があった．
　そこで，平成27（2015）年12月に，中央教育審議
会は「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた
学校と地域の連携・協働の在り方の推進方策につい
て」を答申している．この中では，これまで「連
携・協力」という表現をしてきた学校・家庭・地域
の関係性を，「連携・協働」という文言に置き換え
ている．それは地域が学校を支援するという一方向
の支援という形での協力を，しっかりとしたつなが
りをもつ新たな枠組みの構築に発展させる必要があ
るからで，「子供たちの成長を支える持続的な活動
としていくには，単に学校を支援するという活動を
超えて，子供たちの成長のための目標を地域で共有
しつつ，様々な活動を全体的に俯瞰して，子供たち
の成長にとって地域が果たすことのできる活動を地
域と学校が協働しながら実現していくことが必要で
ある」と謳っている．さらに，これまで「個別」に
行われてきた活動について，単に活動の実施数や活
動メニュー，それに関わる者の数を増やすというよ
うな視点ではなく，「連携・協働」して行う様々な
活動を，地域の人材を育成する重要な学習機会と捉
えて「総合化・ネットワーク化」を図ることも必要
であると強調している．そして，これらのことを推
進する体制が「地域学校協働本部」の設置にほかな
らないとし，その全国的な整備が目指す方向として
示されている．
　さらに答申では，地域における学校との協働によ
る活動の充実のために，今後求められる活動に参画

する「大人」について，より幅広い層の人々で取り
組むことを重要視し，その例として保護者，PTA，
社会教育関係団体，地域の自治会，NPO等や青年
会議所，企業，経済・労働関係団体，大学や専門学
校等の高等教育機関，学校の元教員等を挙げている．
　そして，平成29（2017）年，市町村の教育委員会
が地域学校協働活動の機会を提供する事業の実施に
あたっては，地域住民等と学校との連携協力体制の
整備，地域学校協働活動に関する普及啓発その他の
必要な措置を講ずるために社会教育法の改正が行わ
れ，連携・協働に向けた社会教育行政の役割は重要
性を増した．
　このように，「連携・協働」は，学校と地域の関
係を深め，地域への愛着や誇りをもつ人材を育て，
様々な地域課題解決に取り組んでいく活動であり，
この過程で自立した地域社会が構築され，その活性
化が図られていくものと考える．「連携・協働」は，
地域創生の有効な力なのである．

3.　県内市町村の状況
　生涯学習センターでは，平成30年度の調査研究事
業の一環として，県内全ての市町村教育委員会生涯
学習・社会教育主管課（以下，市町村）を対象に，
企業等との「連携・協働による地域活性化事例」を
テーマとしたアンケート調査を実施した．
　全市町村から回答が得られ，連携・協働に関する
意向と現状での取組状況について把握することがで
きた．あわせて，質問項目の一部については，平成
28年度に行った調査の結果と比較することで，経年
変化による考察も試みている．
　調査結果からは，市町村の連携・協働に対する意
識が確実に高まっている状況がうかがわれる．ま
た，社会教育計画等に明記している市町村も半数を
超え，企業等からの連携・協働の要請があれば応え
たいと考える市町村も多い．
　課題としては，目標の共有，費用分担の明確化，
人員不足などが挙げられているが，そもそもどのよ
うな企業等とつながればよいか分からない市町村も
多いという現状も見えてきた．
　次に，アンケート調査の概要を記載する．

⑴市町村の連携・協働への意識は高くなっている
●連携・協働で進めている事業のある市町村数は，

平成28（2016）年より増加，連携先も増えている．
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・連携・協働している市町村数
　平成28年……15市町村
　平成30年……20市町村（5 市町村の増）

⑵市町村は企業等との連携・協働を必要だと感じて
いる

●企業等との連携・協働を，社会教育計画等に位置
付けている市町村は半数を超える．
・「社会教育計画や施策の重点等に位置付け」

……52％
●市町村は企業等との連携・協働に必要性を感じて

いる．
・「交流・連携等は必要ない」	 …… 4 ％

●企業等からの要請があれば応えたいと思っている
市町村は半数を超える．
・「要請があれば応えたい」	 ……52％

⑶市町村では，企業等の知識やノウハウ，地域の人
材としての活躍を期待

●企業等との連携・協働に期待する市町村は多い．
・期待する効果ベスト 3
知識やノウハウを地域に還元	 ……68％
地域の事業や行事を支える人材として活躍
	 ……68％
地域活性化や地域課題解決への取組に参画
	 ……64％

⑷市町村が企業等と取り組む必要があると考えてい
るテーマに「家庭教育」などが挙がっている

●市町村は多くのテーマで企業等と取り組む必要が
あると考えている．
・「大いに必要である」「必要である」の合計
ベスト 3
「家庭教育」…………………………………80％
「学校以外での教育支援」…………………80％
「文化」………………………………………80％

●観光や消費者教育など首長部局で取り組んでいる
ものに対しては必要感が低めの傾向にある．

	 ・「大いに必要である」「必要である」の合計が
50％以下の項目

「消費者教育」………………………………44％
「観光」………………………………………44％
「男女共同参画」……………………………48％

⑸連携・協働の課題は「情報不足」「人員不足」
●必要性は感じながらも，どことつながればよいか

分からない市町村が多い．
・これから連携・協働したい企業等がある

	 ……20％
●課題や困難を記述した12市町村の半分が，「情報

不足」「人員不足」を指摘している．
	 ・目的を共有する企業等を知らない，見つからな

い等………………………………… 6 市町村
	 ・人員不足…………………………… 6 市町村
	 ・費用や役割分担…………………… 3 市町村
	 ・企業選定の公平性の確保………… 2 市町村

図 １　質問「平成29年度･30年度（予定も含む）で，他の
機関や団体と連携・協働して（共催も含む）進めて
いる事業はありますか？」への回答結果

図 2　質問「企業等と連携・協働して取り組む必要がある
と思うテーマは何ですか？」への回答結果
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⑹連携・協働へのカギは「相互理解」
●事業を実施している行政や企業等の担当者が大切

にしていることについてヒアリングを実施した．
	 ・「日頃からのネットワークづくりが大切」「お互

い共通するメリットを見いだす」「話すことで
信頼関係が生まれてくる」「互いの長所を生か
し，短所を補う」など，『相互理解』を大切に
している事業担当者が多かった．

　「連携・協働」は，立場の異なる者が，同じ目的
に向かって，それぞれできることに取り組むことで
ある．市町村も企業等も同じ目的に向かって取り組
んでいることが多いが，自分たちの取組だけで完結
していることが多い．
　市町村は企業等にどのようなことを期待するの
か，企業等は行政とどのようなことができるのかを
明確に発信することにより，お互いにとって意義の
ある連携・協働のパートナーを見つけることができ
るのではないかと考えられる．

4.　実践事例
　本県においても，社会教育行政と企業等の連携・
協働による実践が見られるようになってきている．
　生涯学習センターの「連携・協働による地域活性
化事例に関する調査研究」では，いくつかの事例に
ついてヒアリングを実施し，事業の経緯や，成果と
課題，担当者の感触などの把握に努めている．
　ここでは，同調査でヒアリングを行った事例の中
から 3 件を取り上げ，経緯や特色を記載する．

⑴生涯学習センターと株式会社秋田銀行の連携・協働

【企画から運営まで，講座の全局面を協働で実施】
　株式会社秋田銀行（以下，秋田銀行）では，「あ
きぎん長活き学校」を設立，運営している．県内の
高齢化が進展する中で，高齢者の活き活きと長く生
きる「長活き」を応援することでアクティブシニア
を増やし，秋田県の活性化を図る目的で行っている
ものである．
　当初は，「あきぎん長活き学校」を秋田市以外の
市町村でも展開するため，生涯学習センターの講座
運営ノウハウや市町村等とのネットワークを参考に
したいという秋田銀行側からの希望があり，それに
応える形で，両者でゆるやかな連携を進めようとい

う協議がなされた．
　その後の協議の中で，平成29年度中に生涯学習セ
ンターと秋田銀行が合同で講座を行うことで合意
し，秋田県の特色ある風土や文化を一緒に学ぶこと
を通じて，ふるさと秋田の将来と自分たちの役割を
考えてもらう機会を提供するという目的を設定した．
　具体的には横手市を会場に，「あきぎん長活き学
校課外授業」として横手地域の発酵食文化をテーマ
とした 2 回の講座を実施した．
　生涯学習センターと秋田銀行の双方にとって，企
画から運営まで全ての局面を一緒に行う初めての
ケースであり，計画にあたっては講師や会場，タイ
ムスケジュールのほか，実施経費や広報などの役割
分担などを細部にわたって協議した．
　生涯学習センターとしては，予算執行の迅速さや
運営面での柔軟さなど，民間ならではの機動的な動
きが大変参考になった．企業と連携・協働した事業
のモデルケースとしても貴重な機会となった．
　秋田銀行としても，講座を通じて県や市町村との
ネットワークが生まれ，その後の「あきぎん長活き
学校」の新しい事業展開につなげることができた2）．

【連携が次の連携につながり，さらなる展開】
　また，1 回目の講座で講師を依頼した「よこて発
酵文化研究所」や，仲介した横手市との話し合いを
重ねたことで，2 回目の講座は同研究所および横手
市とも一緒に行う形になり，連携が次の連携につな
がる展開を見せたという点でも有意義なものとなっ
た．
　さらに，この講座をきっかけとして，平成30年度

写真 １　 1回目の講座では，地元の生産者の方から発酵
食品について説明を受けた．中でも，甘酒の試
飲や，実際に麹に触れる体験は好評であった．
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も，生涯学習センターが主催する総合的な生涯学習
講座である「あきたスマートカレッジ」で秋田銀行
との連携体制が継続された3）．これにより，生涯学
習センターでは講座内容の幅が広がり，秋田銀行も

「あきぎん長活き学校」の登録者の増加につながる
という成果が見られた．
　講座を通じて，限られたマンパワーや予算を有効
に活用できることや，従来とは異なる新しい利用者
層の開拓につながること，連携相手を介してさらな
るネットワークの広がりが期待できることなど，多
くのメリットが明らかになった．

⑵男鹿市教育委員会と「子育てカフェ『にこリーフ』」
の連携・協働

【日常のコミュニケーションとネットワークを大切
に「子どもたちのため」の事業を推進】
　「子育てカフェ『にこリーフ』」（以下「にこリーフ」）
は，男鹿市を拠点に子育て支援の活動を行っている
サークルである．
　男鹿市教育委員会と「にこリーフ」は，家庭教育
支援の事業を中心に，目標を共有しながら連携して
事業を進めてきた4）．
　男鹿市教育委員会では事業に「にこリーフ」が関
わることにより，行政とは違う対象者に接すること
ができ，他方，「にこリーフ」では行政との関わり
をもつことにより，広域的な周知や活動の安心感に
つながるなど，双方にとって大きなメリットが見ら
れる．
　「子どもたちのため」という共通の目標があるこ
と，普段からのコミュニケーションを大切にしてい
ることにより，両者の協力関係を継続することがで
きている．
　また，新たな事業を展開する際にも，普段のネッ
トワークを活用しながら協力者や団体を集めるな
ど，顔の見える関係を大切にしながら一つ一つでき
ることを行っている．その積み重ねが大きな事業へ
の展開につながっていると考えられる．

【子ども×地域　元気アップひろば】
　平成30年度，男鹿市教育委員会が主催し，「にこ
リーフ」が協力して開催した「子ども×地域　元気
アップひろば」では，「カラーセラピー」，「パステ
ル和みアート」，「ジオで遊ぼう！」，「ネウボラ5）ブー
ス」，「子ども食堂」など多様なブースが展開された．
　各種体験教室や子ども食堂などを通して親子のふ
れ合いの場が設けられ，地域で家庭教育について考
える機会となり，当日はたくさんの親子連れでにぎ
わった．
　このような事業は，一見すると参考にするのが難
しい感じがするが，自分たちの普段のネットワーク
を大切にしていけば，同じものはできなくても自分
たちなりの展開が可能になるのではないかと思われ
る．その意味では，参考にできる部分が多い連携・
協働事例であると考える．

写真 2　 2 回目の講座での「いぶりがっこ」の試食の様子．
この講座は，横手市とよこて発酵文化研究所が主
催する「よこて発酵フォーラム」との合同開催の
形を取った．

写真 3　「あきぎん長活き学校課外授業」募集ちらし
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⑶美郷町教育委員会と日本航空株式会社の連携・協働

【人と人の交流が産み出す教育委員会と企業による
連携・協働事業】
　美郷町では，平成25（2013）年に日本航空株式会
社（以下，日本航空）と連携協力協定を締結している．
同町出身の日本航空秋田支店長が着任の挨拶で美郷
町長を訪れた際に意気投合し，「人や団体にとらわ
れない連携をもとに，地域の活性化を図りたい」と
いう町長の申し出をきっかけとして始まった．それ
まで市町村との連携経験がなかった日本航空にとっ
ても，初の試みとなった．
　協定では，それぞれがもつ資源や機能等を活用し
て相互交流を深め，日本航空の環境保全活動の推進
と，町の地域活性化等に資することが目的として掲
げられている．
　これまでの取組は，平成25年度の「JALほんも
の講座　学校では受けられない授業－JALの翼－」
に始まり，平成30年度の「JAL特別協力『空と飛行
機の世界展』」に至るまで，地域交流や環境保全，親
子向けの教育事業（空育）など多岐にわたっている．
　当初から町の商工観光部署が中心となって担当し
てきたが，締結から 5 年の節目となる平成30年度か
らは教育委員会も本格的に事業に加わった．
　ここで着目すべきは，両者による連携・協働事業
が，互いの教育資源を活用した学びと交流を中心に
据えている点である．
　美郷町では，町内の施設や自然環境といった
フィールドを教育資源として提供している．
　日本航空は，飛行機・空港施設，専門性をもつ社
員などの教育資源を生かした「空育」などのプログ
ラムを，講座やイベントといった様々な形で町民に
提供している．

写真 4　「パステル和みアート」のブース．
ほかにもカラーセラピー，書道教室，おさがり品
コーナーなど多種多彩なブースが展開されてい
た．普段から一緒に活動していることにより，ス
ムーズにたくさんの協力者が集まった．

写真 5　親子のふれ合いの場を提供するため，ブース以外
に何かできないかと考え，「子ども食堂」を開催．
美味しいご飯を食べながら，普段以上に会話もは
ずんだ．

写真 6　教育委員会と福祉部局との連携で，「ネウボラブー
ス」を設置し，子育て中の保護者の悩みに対応し
た．

写真 7　秋田空港で行われた「わくわくサマースクール『航
空教室』」の様子．整備士が講師を務め，小学生
15名が参加した．
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　本事業の取組の成果として，美郷町教育委員会で
は，町民が本来首都圏でなければ体験できないよう
な貴重な学びの機会を得ていること，日本航空社員
も参加しての清水の保全活動につながっているこ
と，自治体としての認知度の向上などを挙げている．
　日本航空側は，「空のエコ活動」や「空育」といっ
た企業が目指す地域貢献の達成，新たな顧客の開拓
のほか，秋田支社としても県外の社員に秋田のこと
を知ってもらう機会の創出につながることを意義と
して挙げている．
　事業の実施を通して，現在では町民と日本航空社
員との間に交流の輪も築かれているとのことであっ
た．双方にとって多面的かつ相乗的な成果が得られ
ているものと考えられる．
　一方，連携・協働事業も 5 年が経過し，いくつか
の課題が明らかになってきた．例えば，事業を実施
するにあたり日程を調整するのが難しいことや，新
たな事業展開を模索する段階に来ていることなどが
それである．
　日本航空秋田支社へのヒアリングでは，「企業に

とって教育委員会は接点を見出しにくい機関であっ
たが，まずは町との関わりから始まり，事業のねら
いを通して徐々に関係性を築いていった」とのコメ
ントがあった．
　互いのもつ教育資源の有効性を理解し，その活用
を積極的に図ろうとする人々の交流が，新たな連
携・協働の取組につながることが分かった．
　両者ともに，今後も連携・協働事業の継続につい
て積極的な姿勢を示していることが，本事業の成功
と充実した成果を物語っているものと考えられる．

5.　考察と今後の方向性
　ここまで記してきた国・県の動向や市町村の意識，
具体的な取組事例などを踏まえて，連携・協働の形
態や，今後の方向性について考察する．

⑴連携・協働の形態
　これまで調査した事業事例は，連携・協働に至っ
た経緯や発展性という視点から，いくつかの形態に
分類できるのではないかと考えた．
　連携・協働に至った経緯を「当初から連携・協働
で実施したもの」と「活動を進める中で派生・発展
したもの」に分類し，事業の開始を主導した主体と
して，「行政と企業等が対等な立場で開始したもの」
と「行政が主導して開始したもの」に分類した．
　これらの組み合わせにより，連携・協働の形態を
4 つに分類して図式化を試みたものが図 3 である．

　ここでは，連携・協働による事業の形態を，「目
的一致型」「課題解決型」「ネットワーク派生型」「協

写真 8　美郷町学友館を会場に行われた「空と飛行機の世
界展」の様子．会期中は航空教室をはじめ，様々
な付帯事業が行われた．

写真 9　日本航空社員による，町内の清水の清掃作業．

図 3　連携・協働の形態分類
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働への発展型」に分類している．
　次に各形態の特色や課題について述べる．

【目的一致型】
　行政と企業等の両者があらかじめ同じ課題意識を
共有しており，企画の当初からパートナーとして協
働で事業を推進するものである．
　課題と目的が一致している両者が結びつき，役割
と責任を明確にしながら取り組むものであり，事例
としては第 1 節で触れた「大人が支える！インター
ネットセーフティ」の取組や，第 4 節の⑴に記載し
た秋田県教育委員会と秋田銀行による「あきぎん長
活き学校課外授業」の取組などが該当する．
　この形態は，行政と企業等の両者が企画当初から
一緒に事業を行うものであり，いずれかによる一方
的なアプローチではないこと，それぞれに専門性や
強みがあり，どちらかに依存する体制ではないこと
が大きなポイントとなる．両者がそれぞれもってい
る専門性や強みを発揮し，リソースを集中させるこ
とができる点で，大きな成果が期待できる．
　実施にあたっては，共通の目的をもったパート
ナーをどう見つけ，マッチングさせるかが課題であ
るが，これについては後述する．

【課題解決型】
　行政が地域課題を解決するためのパートナーとし
て，企業等のもつ専門性を生かしていく形態である．
　第 4 節の⑵で記載した男鹿市教育委員会と「にこ
リーフ」の事例は，家庭教育支援という施策を進め
るために，民間団体である「にこリーフ」のリソー
スやネットワークを生かしたものである．
　その他の事例として，秋田市教育委員会が株式会
社アイネックス（以下，アイネックス）と行った，
青少年教室「子どものプログラミング入門」を挙げ
たい．
　これは，社会の変化に対応した学びの機会を提供
するため，ICTに関する事業を行いたいという秋田
市教育委員会の意向があり，学校等での実績があっ
たアイネックスとの協議により企画を進め，小学校
4 ～ 6 年生を対象としたプログラミング体験の講
座を開催したものである．
　秋田市教育委員会としては，参加した子どもたち
がプログラミングへの興味・関心を高めるという目
的が達成され，この成果をもとに次年度のさらなる

事業拡張に結び付けることができた．
　アイネックスとしても，行政の事業に関わったこ
とをきっかけに，他の団体からも講座の依頼がある
など，次の展開につながっている．
　この形態は，行政側が主導して始まるものの，単
なる委託先あるいは請負先として企業等を位置付け
るのではなく，あくまで協働で事業を推進するパー
トナーとして位置付けることがポイントであり，企
画段階から両者の強みを生かし，役割と責任をもっ
て事業を進めることが鍵となる．

【ネットワーク派生型】
　社会教育行政の進める「ネットワーク型行政」の
利点を最大限に生かし，連携相手を介したさらなる
連携など，主体同士のつながりを広げて活動内容を
発展・派生させていく形態である．
　第 4 節の⑶で記載した美郷町教育委員会と日本航
空の取組は，町の首長部局が担当していたものを，
行政間のネットワークを通じて町の教育委員会も事
業に参画するに至ったものである．
　他の事例として，能代市教育委員会が主催し，能
代市中央公民館を主会場に，市内の様々な生涯学習
団体がブースを設けて参加し，子どもの体験活動の
場を提供する「マナブゥ市」事業を挙げる．
　同事業では，活動を通じて行政と団体の新しい関
係づくりに派生し，今後は市内の各公民館での開催
も検討しているなど，一層の広がりが見られる．
　このほか，第 4 節の⑴でも挙げた「あきぎん長活
き学校課外授業」の取組では，当初は生涯学習セン
ターと秋田銀行での連携であったものが，講座を企
画する中で関わりのできた横手市，よこて発酵文化
研究所，秋田大学，同横手分校などの協力へと発展
したという点で，この形態にも当てはまる．
　横手市やよこて発酵文化研究所にとっては，自ら
の主催事業と合同で開催する形になったことで，参
加者の幅を広げることができ，秋田大学も取組につ
いて広くPRをする機会を作ることができた．多く
の主体を巻き込んだ取組に発展したことで事業の内
容も充実し，講座の参加者も満足度の高いものとな
り，全ての関係者にとって「Win-Win」の結果となっ
ている．
　第 1 節で触れた「大人が支える！インターネット
セーフティ」の取組も，事業を展開する中で様々な
主体が関わりを見せたという点で，この形態にも当
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てはまると言える．
　これらのように，ネットワークを広げながら事業
を展開していく手法はまさに社会教育行政に求めら
れているものであり，従来の枠を超えた社会教育の
新しい可能性を探る上でも有効である．

【協働への発展型】
　この形態は，当初は行政側から企業等に対して事
業への協力を依頼・要請する形で開始するが，取組
を進めていく中で企業側の意識が高まり，協働へと
発展していくものである．
　事例として，藤里町教育委員会と株式会社いとく
藤琴店（以下，いとく藤琴店）による「読書活動推
進パートナー認定事業」を挙げる．
　この事業は，藤里町内には専門の書店が無いこと
から，町民が本に触れられる環境を作りたいという
課題を解決するために，町民の多くが利用する店舗
であるいとく藤琴店の店内に読書スペースを設置し
て，町の図書館が選定した本を配架させてもらった
ものである．
　店舗としては設置による直接的なメリットは見え
にくいのが現状だが，地域住民が集うスーパーマー
ケットとして協力したいということで，行政側から
の要望に応えたということである．
　同店へのヒアリングでは，「（店として）地域の中
でどのような役割を果たしていけるか考えていく必
要がある」というコメントがあり，当初は行政から
の要望に応えるという言わば受動的な形で始まった
ものが，一緒に取組を行うことで目的を共有するこ
とができ，地域づくりの主体としての意識を高めて
いくことができたと捉えることができる．
　実施当初は行政側からのアプローチによるもので
あっても，継続的に明確なメッセージを送り続け，
企業等の側にも理解を深めてもらうことが重要であ
ろう．

　ここでは連携・協働の形態を 4 つに分類すること
を提案したが，実際には複数の形態が重なり合って
いる場合や，事業を展開していく中で形態が変化し
ていく場合もある．また，各形態には序列や順序が
あるものではない．
　連携・協働による事業は，目的や実施主体の実状
に応じてどのような形態でもスタートでき，進めて
いく中で様々な形に発展し得るものである．この形

態分類が，企業等との連携・協働に取り組もうと考
えている市町村にとって，切り口を探るための参考
になることを期待している．

⑵課題と今後の方向性
　市町村へのアンケート調査（第 3 節）や実践事例
のヒアリングを通じて，連携・協働にあたっての課
題がいくつか浮き彫りになった．
　主に行政側からは，実施費用や運営上での役割分
担といった事務的なこと，事業を推進するためのス
タッフが不足していること，特定の企業とのみ連携
を深めることが企業の宣伝になりかねないという指
摘があること，行政内部で前例がない取組に対する
躊躇があることなどが挙げられている．
　ここでは，行政組織特有とも言える硬直性（融通
の利きにくさ）や公の組織としての公平性の担保と
いった課題が見える．しかし，だからこそ現状を打
破するために柔軟性の高い企業等をパートナーにす
ることに意義があるとも言える．
　ただし，こうした行政特有の課題については，今
後連携・協働による事例が増えるとともに組織内で
の理解が進むものと考えられ，実際に市町村の連
携・協働への意識が高くなっていることはアンケー
ト結果からも見てとることができる．
　一方の企業側からは，ヒアリングでは大きな課題
は挙げられず，むしろ新規の事業展開や拡充など前
向きな意見が多く見られた．
　現状での大きな課題は，ひとつは連携・協働のパー
トナーとなる相手をどう見つけ，どうアプローチし
ていくかである．
　例えば「大人が支える！インターネットセーフ
ティ」では，秋田県教育委員会から「子どもたちの
インターネット利用について考える研究会」へのア
プローチが発端となったが，その前段階として，同
研究会が秋田県の生活環境文化部（当時）の事業を
受託した際に教育委員会の担当者も打ち合わせに参
加していたことで担当者同士の知縁があり，子ども
のインターネット利用に関する専門性をもつ団体の
存在を認識していたことが背景にある．
　また，「あきぎん長活き学校課外授業」は，秋田
銀行側から秋田県教育委員会（生涯学習課）に対し，
講座運営の助言を求めたことが発端となっている．
この場合は秋田銀行側で，講座運営の専門性をもつ
機関として，生涯学習課や生涯学習センターの存在
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を認識していたことが背景となっている．
　いずれも専門性をもつ企業等や行政機関の情報を
あらかじめ認識していたことが，アプローチにつな
がるポイントとなっている．企画が始まってから連
携・協働の相手を探すのではなく，地域での日常的
な情報収集と積極的な関係づくりに努めることで，
情報をしっかりと把握しておくことが最も重要とい
うことになる．
　連携・協働に関わる担当者，特に社会教育主事に
とっては，自らの業務の守備範囲を固定化せず，普
段から多様な主体との関係づくりに努めるという意
識をもつことが必要であり，また，そうした意識を
もった人材を育成していくことが課題であろう．
　行政関係者であれば，他の部署の会議や行事，研
修等に参加しての情報収集や関係構築も有効であ
る．また，収集・蓄積した情報や構築した人間関係
は，個人で占有せず組織内で共有したい．
　もうひとつの課題は，第 3 節の（6）でも指摘し
た「相互理解」の不足である．パートナーとなる相
手が見つかったとしても，連携・協働して円滑に事
業を進めていくためには，ニーズや事業に関する意
向，もっているリソース，抱えている課題など，相
手方に関する理解が欠かせない．
　市町村では，企業等からのアプローチがあれば積
極的に応えたいという意向はあるものの，現状では
基本的に受け身の姿勢である．企業側も同じ状況で
あることがヒアリングから明らかである．
　全国的な状況を見ても，全国都道府県教育長協議
会が平成29年度に各都道府県の教育委員会を対象に
行った調査「社会教育行政と多様な主体との連携・
協働の在り方について」によると，連携・協働を図
るのが困難と感じている主体は企業が23％と最も多
く，次いでNPOが16％という結果になっている．
　同調査では，連携・協働が困難と感じる理由につ
いて，企業の場合は企業のニーズと（行政側の）事
業のニーズの調整が困難であること，NPOの場合
は様々なNPOが存在することから，活動内容やニー
ズの把握が困難であり，相手を選択できない状態に
あることと指摘している．その上で，つなぐ役割の
担い手として，社会教育主事をはじめとした行政職
員のコーディネート能力やファシリテーション能力
が重要であることを強調している．
　このように，現状は行政と企業等の双方が互いの
ニーズや情報を求めながら，連携・協働の形を模索

している段階であると言える．この段階から一歩前
進するため，社会教育行政の関係者，特に主体同士
の「つなぎ役」となる社会教育主事には，日常的に
地域のあらゆる主体に対する全方位的な情報収集と
ネットワーク構築，そして信頼関係づくりが必要と
なることを，繰り返しになるが強調したい．
　それは必然的に従来の社会教育行政の固定観念と
なっていた枠を超えることにもなり，まさに「ネッ
トワーク型行政」による社会教育の再構築が必要と
される所以であろう．

6.　おわりに
　今後も社会教育行政と企業等の連携・協働は一層
進んでいくものと考えられるが，社会教育の範囲が
広がり，他分野の活動領域と重なっていく過程にお
いて，主体性を失わずに課題解決にアプローチし続
けることが求められる．そのためにも，社会教育に
関する情報の集積を進めるとともに，社会教育主事
をはじめとする社会教育関係者の資質向上が期待さ
れるところである．
　本県においては，社会教育に関する調査研究や職
員研修は生涯学習センターが担っている．調査研究
の成果を基盤とした研修や講座を実施し，市町村の
生涯学習・社会教育主管課に現代的課題への対応を
促すなど，社会教育行政を推進するシンクタンクと
しての役割を果たしている．
　社会教育行政と多様な主体との連携・協働につい
ては，平成28年度から 3 年間にわたって継続した調
査研究を進め，分析の結果を市町村に周知するとと
もに，事業の切り込み方に関する提案も行ってきて
いる．
　なお，本研究は，生涯学習センターの平成30年度
調査研究事業の成果を取り込み，相互に関連付けな
がら行った．本稿では，国の動向や本県の状況を俯
瞰的に整理し，課題や方向性を考察することに努め
ており，各質問項目の分析や聞き取り調査の詳細な
記載については，生涯学習センターの平成30年度調
査研究報告書（平成30年度末発行予定）を参照され
たい．
　今年度，生涯学習センターが収集した県内の事例
や，本稿で提案した連携・協働の形態分類も，今後
様々な機会を通じて市町村に周知されることを通じ
て，今後の本県における社会教育行政の充実に資す
るものと考えている．
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注
1）	「大人が支える！インターネットセーフティ」の

取組が展開する中で，ネット依存傾向にある小・
中学生を対象に，自然体験活動や認知行動療法
を取り入れた長期宿泊体験プログラム「うまホ
キャンプ」が行われている．この事業は，秋田
県医師会，秋田県養護教諭研究会，秋田大学な
どからの協力も得て実施されている．

2）	「あきぎん長活き学校」では，市町村とのネット
ワークを生かし，次年度の講座で市町村による
プレゼンテーションの企画を実施している．

3）	平成30年度の「あきたスマートカレッジ」では
「官・民・学連携講座　あきたチャレンジゼミ」
の中で，「あきぎん長活き学校」と連携した講座
を実施した．

4）	「にこリーフ」のメンバーが男鹿市の家庭教育支
援チームにも加わっていることから，連携がス
ムーズに進んだ．

5）	ネウボラとは，フィンランドで生まれた仕組み
であり，妊娠から出産，子どもが生まれた後も
基本的に 6 歳まで切れ目なくサポートを提供す
る総合的な支援サービスであり，福祉部局で担
当することが多い．
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Summary
In social education administration, the necessity 

of "Networking type administration" has been 
pointed out, and cooperation with companies 
and organizations has been promoted. In Akita 
prefecture, consciousness about collaboration 
i s  increas ing both in  admin is trat ion and 
companies. Specific examples of efforts are 
also increasing. However, at the present time 
both the administration and companies are in 
short supply of mutual information and are 
seeking a form of collaboration. It is required 
to deepen mutual understanding. In the future, 
it is required to promote restructuring of social 
education administration by "Networking type 
administration" through information gathering, 
network construction and trusting relationship 
of various stakeholders in the area. And it is 
necessary to develop human resources who are 
responsible for connecting stakeholders. In this 
paper, we tried classification of collaboration forms. 
And we examined how to approach companies and 
organizations that become partners and the role of 
Social education supervisors.
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